
別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和5年度）

1 119,044,688 111,000,000

2 180,298,945 173,000,000

3 75,575,404 69,000,000

4 44,077,000 43,500,000

5 30,360,000 29,000,000

6 32,719,178 30,000,000

7 15,538,650 10,000,000

8 1,537,200 1,000,000

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

刈羽村

福祉対策措置

保育園・子育て支援センター
運営事業

刈羽村

刈羽村

地域活性化措置 コミュニティバス運営事業

ごみ収集運営事業

社会福祉協議会運営補助事業

計

刈羽村

刈羽村

刈羽村福祉対策措置 養護老人ホーム入所措置事業

地域活性化措置

備　　考

福祉対策措置

番号 措　　置　　名 交付金事業の名称
交付金事業者
名又は間接交
付金事業者名

小中学校運営事業 刈羽村
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

地域活性化措置

介護夜勤対応者等支援補助事
業

刈羽村

地域活性化措置

広域圏ごみ・し尿・消防運営
事業

（単位：円）

499,151,065 466,500,000

交付金充当額
交付金事業に
要する経費



Ⅱ．事業評価個表 （令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度
成果実績 点
目標値 点
達成度 ％

成果実績 人
目標値 人
達成度 ％

成果実績 ％
目標値 ％
達成度 ％

授業の理解度（理解度が向上
したとする児童生徒数／全児
童生徒数×100）

96.5
80

刈羽コミュニティ・スクールにおける
学校関係者年間評価数値を4段階評価で
最高の4に近づけます。

2.6
4

65.0

刈羽村
交付金事業実施場所

成果指標
事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

事業開始年度 令和5年度

  刈羽村内一円
交付金事業者名又は間接交付金事業者名

事業終了（予定）年度 令和5年度
目標：公共交通の充実に対する満足度 27％、学校教育の体制や環境の充実に対する満足度 43％（いずれも令和7年度）

令和5年度

交付金事業の概要

刈羽村は、村立刈羽小学校及び刈羽中学校における学校教育の円滑化及び活性化のため指導管理主事1名を雇用し、当
該職員の人件費（基本給12か月分・期末手当・勤勉手当）に交付金を充当しました。

また、学校図書館の利用促進と読書活動推進のため学校図書館司書1名を、安定・充実した学校教育を提供するため小
学校で学習指導講師4名と指導補助員4名を、中学校で学習指導講師2名と指導補助員2名を雇用し、これら職員の人件費
（基本給12か月分・期末手当）並びに小学校児童の通学時の安全確保及び家族の送迎負担軽減のためのスクールバス運行
委託料(2台)12か月分、電気料金11か月分、ガス・上下水道料金10か月分、給食調理業務委託料12か月分、学校管理業務
委託料12か月分、清掃業務委託料に交付金を充当しました。

また、児童生徒に対するICT機器を活用した情報教育を推進するため、教育ICT支援員派遣委託料12か月分、タブレット
端末LTE通信料11か月分、学習支援ソフト使用料12か月分及びクラウド型授業支援ソフト使用料12か月分に交付金を充当
しました。

成果目標

120.6

ICT環境を整備し活用することで授業の
理解度が向上したとする児童・生徒の
割合を80％以上とします。

刈羽コミュニティ・スクール
における学校関係者年間評価
数値

スクールバスの利用児童数
（実数）

130
125

104.0

・園児・児童の通園・通学時の安全を確保し、保護者の負担
を軽減するための送迎及び児童の校外・課外活動時の利用の
ためのスクールバス等を運行します。
・電子黒板、プログラミング教育教材、Wi-Fi設備など学習
指導要領の改訂に合わせた時代に応じた教材・教具の充実を
図ります。
・良好な人間関係の育成とともに、子どもたちの個性や能力
を伸ばす教育を効果的に進めるため、教職員の資質向上、教
育補助員等の補助職員の確保に努めます。

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　131　村民ニーズに応じた公共交通体系の整備
　　　○公共交通の利便性の改善・向上
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　153　個性を伸ばす教育環境の整備
　　　○学校施設・設備の整備・充実
　　　○教育体制の充実

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 小中学校運営事業

小学生125人をスクールバスで安全に送
迎します。



単位
人月
人月
％
日
日
％
日
日
％
回
回
％
日
日
％

交付金事業の契約の概要

243

46
108.7

208

94.0

104.8

99.2

153 165 168
達成度 93.5 100.0 99.4

活動見込
167

達成度

指導管理主事、学校司書、学
習指導講師、指導補助員の雇
用数

活動実績 143 165

刈羽小学校及び中学校への教
育ICT支援員派遣回数

活動実績 50 50 47
活動見込 50 50

100.0
スクールバス年間運行日数 活動実績 203 202 218

活動見込 205
達成度 99.0 99.0

119,791,908
111,000,000

交付金事業の成果目標
及び成果実績

交付金事業の定性的な成果及び評価等

119,044,688

204

106,000,000 108,000,000
うち文部科学省分
交付金充当額

総事業費 114,080,406

うち経済産業省分 106,000,000 108,000,000 111,000,000

交付金事業の活動指標
及び活動実績

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度

232

活動見込 242 245

備考

小学校の年間開校日数 238
活動見込
活動実績 231

100.0 104.7 97.9
231 243

達成度

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無

平成28～令和5年度総事業費
824,808,533

コミュニティ・スクールは、新型コロナウイルス感染拡大防止対策で住民との交流活動を縮小した後、交流活動を活発
に実施する状況まで戻らず、評価点数が伸び悩みましたが、指導管理主事が行う教育課程や学習指導等専門的事項、刈羽
コミュニティ・スクールへの指導・助言、新学習指導要領への対応やＩＣＴ活用指導力向上等についての指導・助言など
の活動が、学校教育の円滑化、活性化に寄与しているものと評価します。また、学校司書を雇用することで、学校図書館
の資料の選択・収集や児童・生徒に対する読書活動の指導が行き届くようになり、読書活動の推進と学校図書館の充実が
図られているものと評価します。

さらに、スクールバスを運行することで、小学校児童の登下校時における交通の安全を確保し、犯罪被害を防止すると
ともに、保護者の送迎の負担を軽減することができ、子どもを産み育てやすい環境づくりに寄与しているものと評価しま
す。

ＩＣＴ環境の整備については、ＬＴＥ通信を行うタブレット端末を整備し、村が通信料を負担することで家庭への持ち
帰り時にも全員が平等に端末を活用することができ、小中学校に教育ＩＣＴ支援員を派遣することで教員が実践的で効率
的な授業提案やアプリの活用方法のレクチャーを受けることができ、児童・生徒がより理解しやすく深い学びに繋がる授
業を提供できたものと評価します。

機関名：刈羽村学校運営協議会
構成員：小・中学校長、保育園長、社会教育委員、主任児童委員、ＰＴＡ役員、学識経験者、公募委員　他　計20名

243
達成度 100.0 97.9

中学校の年間開校日数 活動実績 242 243 238



計 119,044,688

4,026,000
中学校給食調理委託：長期継続契約 指名競争入札 8,632,800
中学校学校管理委託：長期継続契約 指名競争入札

随意契約 ㈱NTTドコモ新潟支店 3,667,669
教育ICT支援員派遣委託

4,026,000

小中学校光熱水費（電気･ガス･上下水道料金） 随意契約

タブレットLTE通信料金

2,716,560
クラウド型授業支援ソフト使用料

12,206,040小学校給食調理委託：長期継続契約 指名競争入札 シダックス大新東ヒューマンサービス㈱柏崎営業所

会計年度任用職員人件費 雇用 学習指導講師６名
指導補助員６名

31,334,390

2,165,900

小中学校清掃委託 指名競争入札 ㈱新潟県ビル管理協同公社
小学校学校管理委託：長期継続契約 指名競争入札

シダックス大新東ヒューマンサービス㈱柏崎営業所

㈱ロイロ 339,570

シダックス大新東ヒューマンサービス㈱柏崎営業所

2,585,000

シダックス大新東ヒューマンサービス㈱柏崎営業所

指名競争入札 柏崎交通㈱ 22,176,000

学習支援ソフト使用料 随意契約 ㈱COMPASS
随意契約

随意契約 ㈱ジェーミックス

契約の目的 契約の方法 契約の相手方
指導管理主事人件費 雇用 指導管理主事１名

スクールバス運行管理業務委託

6,424,613
契約金額

学校司書１名

東北電力㈱柏崎営業所･北陸ガス㈱･柏崎市長･刈羽村長 18,744,146

交付金事業の担当課室 教育課
教育課、産業政策課交付金事業の評価課室



（単位：円）

単位 評価年度
人
人
％
人
人
％
人
人
％

園児135人に保育サービスを
提供します。

成果目標

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

成果実績

成果指標

刈羽村

保育園の利用児童数（実数）

2,425

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活
　　基盤の整備
　　131　村民ニーズに応じた公共交通体系の整備
　　　○公共交通の利便性の改善・向上
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育
    環境の充実
　　152　子どもを産み育てやすい環境の整備
　　　○子育て環境の充実
　　　○妊産婦や子どもの健康づくり・育児支援
       の維持・推進

園児45人を児童送迎バスで安
全に送迎します。

送迎バスの利用園児数（実
数）

成果実績
目標値 45

子育て支援センターの年間延
べ利用者数

達成度

達成度

3,000
達成度

106.7

48

年間延べ3,000人以上が子育
て支援センターを利用しま
す。

目標：公共交通の充実に対する満足度 27％、子育て支援の強化に対する満足度 45％（いずれも令和7年度）

成果実績
目標値

153
135

80.8
目標値

事業期間の設定理由
令和5年度

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

113.3

地域活性化措置 保育園・子育て支援センター運営事業

  刈羽村内一円

交付金事業の概要

2
交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称番号 措　　置　　名

交付金事業者名又は間接交付金事業者名
交付金事業実施場所

刈羽村は、村立かりわ保育園で安定した保育環境及び保育サービスを提供するため、事務職員1名、保育士14名、用務
員2名の人件費（基本給12か月分・期末勤勉手当）、会計年度任用職員26名（保育士24名、管理栄養士1名、事務補助員1
名）の人件費（基本給12か月分・期末手当）、電気料金11か月分、上下水道料金10か月分、児童送迎バス運行業務委託料
12か月分、給食調理業務委託料12か月分及び園舎清掃業務委託料に交付金を充当しました。

また、子育て支援を充実させるため子育て支援センターを設置しており、同センターの運営に携わる保育士1名の人件
費（基本給12か月分・期末勤勉手当）、会計年度任用職員2名（保育士1名、事務補助員1名）の人件費（基本給12か月
分・期末手当）に交付金を充当しました。

・園児・児童の通園・通学時の安全を確保し、保護者の負担を軽減す
るための送迎及び児童の校外・課外活動時の利用のためのスクールバ
ス等を運行します。
・就労等により保護者が保育することのできない児童を保育園で受け
入れ、安定した保育環境を確保するため、保育園施設の改修、修繕を
含めた維持管理を行い、時代や保護者のニーズにあった保育を実施し
ます。
・下校後家庭に保護者のいない児童に対し、適切な遊びと生活の場を
提供します。
・妊産婦への訪問指導や相談により、妊産婦、乳児の健康の確保を図
ります。また、子どもの成長に不安を持つ保護者を対象にした相談対
応の充実を図ります。
・子育てをする保護者同士の情報交換や相談できる場づくりを進めま
す。



単位
人月
人月
％

支援センター会計年度任用職員人件費 雇用 事務職員1名・保育士1名 4,959,684

交付金事業の担当課室 教育課
計 180,298,945

支援センター保育士人件費

児童送迎バス運行管理業務委託 指名競争入札 越後交通㈱

雇用 保育士1名 5,982,474
指名競争入札 シダックス大新東ヒューマンサービス㈱柏崎営業所 17,688,000

清掃業務委託
給食調理業務委託

指名競争入札

刈羽村長、柏崎市長 1,702,375

52,830,266

552
100.0

19,580,000
新潟環境サービス㈱ 1,364,000

事務職員1名・保育士14名・用務員2名

備考
180,298,945

平成28～令和5年度総事業費
1,213,447,044

雇用 保育士24名・管理栄養士1名・事務職員1名

評価年度の設定理由

随意契約
随意契約

契約の相手方

無

契約金額

東北電力㈱柏崎営業所 5,757,620
保育園会計年度任用職員人件費

契約の目的 契約の方法
雇用

電気料金

70,434,526

上下水道料金

178,063,731

交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 157,000,000 172,000,000 173,000,000
うち文部科学省分

保育園保育士・用務員人件費

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和3年度 令和4年度 令和5年度

うち経済産業省分 157,000,000 172,000,000 173,000,000

総事業費 166,620,854

保育園及び子育て支援セン
ター職員の雇用数

交付金事業の総事業費等

564 540
達成度 94.3 98.9

令和4年度 令和5年度
活動実績 532 534 552
活動見込

活動指標 令和3年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

　かりわ保育園を円滑に運営し、園児153名（令和6年3月在園児数）に対して保育サービスを安定・継続して提供できま
した。また、保育園児童送迎バスは早朝保育の利用が多く減少していますが、運行することで、児童の通園時における交
通の安全を確保し、犯罪被害を防止するとともに、保護者の送迎の負担を軽減することができ、子どもを産み育てやすい
環境づくりに寄与しているものと評価します。
　子育て支援センター「おひさまるーむ」においても、年間延べ2,425名の利用と138件の相談がありました。出生数の減
少から利用者数も減りましたが、子育てに関する相談・指導・情報提供を実施するなど、家庭への支援や子育て支援体制
の充実を図ることができ、子どもを産み育てやすい環境づくりに寄与しているものと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等



（単位：円）

単位 評価年度
％
％
％
％
％
％

単位
人月
人月
％

人月
人月
％ 96.7 97.2

144

交付金事業の定性的な成果及び評価等

活動見込
達成度

100.0

ごみ・し尿職員の雇用数

1,705 1,680活動実績 1,733
1,728

92.3
144

活動実績
156

無

100.0
消防職員の雇用数

達成度

98.9

144 144

100

活動見込 144

令和3年度 令和5年度

1,752 1,764

100

100

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(1)村土の強靭化による安全な暮らしの確保
　　113　消防・危機管理体制の整備
　　　○消防施設・体制の整備・充足

令和4年度

成果実績
目標値

100

達成度

柏崎市にごみ・し尿処理事業を委託することにより、公衆衛生の向上を図り、村民の快適な生活環境を維持することが
でき、消防事業を委託することにより、村民の生命、身体及び財産を保護することができたものと評価します。

交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
3 地域活性化措置

基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(5)エネルギーの村としての環境にやさしいまちづくり
　　252　環境にやさしい循環型社会の形成
　　　○廃棄物の適正な処理・処分の推進

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

・ごみ・し尿などの一般廃棄物については、柏崎市との連
携・協力の維持・推進により、また産業廃棄物については、
事業者処理責任を明確化するなど、適正な処理・処分を推進
します。

広域圏ごみ・し尿・消防運営事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名

目標：環境衛生対策の充実に対する満足度 40％、消防団員数 200人（いずれも令和7年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

交付金事業の成果目標
及び成果実績

刈羽村

交付金事業の活動指標
及び活動実績

火災・救急・救助の通報に対
し100％出動します。

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

100

成果目標 成果指標 令和5年度
各家庭がごみステーションに
排出する一般廃棄物を100％
収集します。

各家庭がごみステーションに
排出する一般廃棄物の収集率

番号 措　　置　　名

火災・救急・救助の通報に対
する出動率

成果実績

評価に係る第三者機関等の活用の有無

活動指標

目標値 100

達成度

刈羽村は、地方自治法に基づきごみ処理事業、し尿処理事業及び消防事業を隣接する柏崎市に委託しており、これらに
係る委託料のうち人件費（基本給・期末勤勉手当）12か月分を事業対象経費として交付金を充当しました。



ごみ処理事業運営委託 随意契約（協定） 柏崎市 1,842,993
柏崎市 4,775,273し尿処理事業運営委託 随意契約（協定）
柏崎市消防事業運営委託 随意契約（協定） 68,957,138

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち経済産業省分 58,000,000 69,000,000 69,000,000

総事業費 167,477,000 71,578,553 75,575,404
平成28～令和5年度総事業費

1,031,122,609
交付金充当額 69,000,000 69,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備考

交付金事業の評価課室 福祉保健課、総務課、産業政策課

計
交付金事業の担当課室

58,000,000

福祉保健課、総務課
75,575,404



（単位：円）

単位 評価年度
人
人
％

単位
日
日
％

10,437

年間運行日数

10,000

うち経済産業省分 49,830,000 50,160,000 43,500,000
交付金事業の契約の概要

令和4年度 令和5年度

交付金充当額 49,830,000 50,160,000 43,500,000
うち文部科学省分

備考
総事業費 49,830,000 50,160,000 44,077,000

平成28～令和5年度総事業費
322,385,160

交付金事業の総事業費等 令和3年度

活動見込 244 245 244
達成度 100.0 98.8 100.0

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度
活動実績 244 242 244

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

104.4

　コミュニティバスを運行することにより、村内の主要な医療施設、福祉施設などの公共施設、商業施設、ＪＲ駅等への
交通手段が確保されており、令和2年度からは村民の通院先の一つで隣接市町村である柏崎市内の医療施設まで路線を延
長することで、自家用車を持たない村民等の移動及び施設利用の利便性が向上し、地域の活性化が図られているものと評
価します。利用者数は昨年度よりも減少しましたが、目標値はクリアとなりました。令和５年度からはデマンド交通の実
証運行により火曜日、木曜日は減便となってますが、引き続き村民の日常生活に欠かせない交通手段として利便性向上を
図りながら、運行を継続していきます。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度
年間延べ10,000人以上の村

民等が乗車します。
年間延べ乗車人数 成果実績

目標値

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　131　村民ニーズに応じた公共交通体系の整備
　　　○公共交通の利便性の改善・向上
　　　○新たな公共交通体系の導入

・園児・児童の通園・通学時の安全を確保し、保護者の負担
を軽減するための送迎及び児童の校外・課外活動時の利用の
ためのスクールバス等を運行します。
・低床バス2台によるコミュニティバスの運行を継続すると
ともに、運行改善を検討します。

目標：コミュニティバス利用者数 15千人、公共交通の充実に対する満足度 27％（いずれも令和7年度）

交付金事業実施場所   刈羽村内一円

交付金事業の概要
刈羽村は、村民の日常生活における利便性の向上及び地域の活性化を図るため、コミュニティバス2台の運行を委託して

おり、委託料12か月分に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
4 地域活性化措置 コミュニティバス運営事業

刈羽村

達成度



かりわむらコミュニティバス運行管理業務委託 指名競争入札 越後交通㈱ 44,077,000

産業政策課
交付金事業の担当課室 産業政策課

計 44,077,000

交付金事業の評価課室

契約金額契約の目的 契約の方法 契約の相手方



（単位：円）

単位 評価年度

単位
日
日
％

目標：環境衛生対策の充実に対する満足度 40％（令和7年度）

・環境問題の深刻化に伴い、一般廃棄物や産業廃棄物の減量
化や分別の徹底、生ごみの堆肥化などの再利用・再生利用を
推進します。また、村民や事業者によるごみの減量化・リサ
イクル化とともに、グリーン購入・調達に向けた活動への支
援に努めます。

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

うち経済産業省分

家庭から排出される可燃ごみ、不燃ごみ及び資源ごみの分別収集、運搬を迅速かつ効率的に実施することができ、これ
により快適な生活環境が確保され、公衆衛生の向上に寄与しているものと評価します。

26,000,000 29,000,000 29,000,000

交付金充当額 26,000,000 29,000,000 29,000,000
うち文部科学省分

総事業費 28,657,739 30,360,000 30,360,000
交付金事業の総事業費等 令和3年度

事業期間の設定理由

交付金事業の活動指標
及び活動実績

309

令和4年度 令和5年度 備考

307
100.0

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

令和4年度令和3年度

基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(5)エネルギーの村としての環境にやさしいまちづくり
　　252　環境にやさしい循環型社会の形成
　　　○ごみの減量化とリサイクル活動の推進

309
101.0

活動見込
307

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村

令和5年度 事業終了（予定）年度

307

活動指標

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
5 地域活性化措置

事業開始年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価年度の設定理由

令和5年度

  刈羽村内一円交付金事業実施場所

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

ごみ収集運営事業

刈羽村は、家庭から排出される可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの分別収集、運搬を委託しており、委託料12
か月分に交付金を充当しました。

交付金事業の概要

達成度

可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ご
み、資源ごみの収集運搬実日
数

活動実績

令和5年度

100.7

令和5年度

成果指標
各家庭がごみステーションに
排出する可燃ごみ、不燃ご
み、粗大ごみ、資源ごみの収
集率 目標値

達成度

100

100

％

312

成果目標
各家庭がごみステーションに
排出する可燃ごみ、不燃ご
み、粗大ごみ、資源ごみを
100％収集します。 100％

％

平成28～令和5年度総事業費
178,699,264

成果実績



契約の目的

福祉保健課、産業政策課

30,360,000

契約金額契約の方法
ごみ収集運搬業務委託 指名競争入札 新潟スーパー産業㈱ 30,360,000

交付金事業の担当課室 福祉保健課
交付金事業の評価課室

交付金事業の契約の概要
契約の相手方

計



（単位：円）

単位 評価年度

単位

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

令和4年度

評価年度の設定理由

評価に係る第三者機関等の活用の有無

令和3年度活動指標 令和5年度

達成度 ％

福祉センターオープン化事業、ふれあ
い・いきいきサロン事業、寝具洗濯消毒
乾燥事業、介護予防体操教室事業、権利
擁護事業、ボランティアセンター事業、
おいで家事業、米寿お祝い訪問事業、福
祉教育事業、マイクロバス事業、歳末た
すけあい事業の年間開催・活動回数

事業期間の設定理由

交付金事業の活動指標
及び活動実績

交付金事業の成果目標
及び成果実績

令和5年度

％

人

115.3

8,488

　社会福祉協議会における福祉サービスの提供体制が維持され、各種事業に年間目標値を上回る参加・活動があり、地域
福祉の維持・向上に寄与しているものと評価します。

無

社会福祉協議会が
実施する各種事業
に年間延べ8,488人
以上が参加・活動
します。

成果目標

87.0 95.8 82.4

1,874

交付金事業の概要

刈羽村は、地域福祉の充実を図るため、社会福祉法人刈羽村社会福祉協議会が行う福祉活動事業に対して補助金を交付
しており、補助金における人件費相当分（会長1名の報酬12か月分と期末手当、事務局長1名の基本給12か月分と期末手
当、正職員7名及び準職員1名、臨時職員2名の基本給12か月分と期末勤勉手当）に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

・村民ふれあい事業やふれあい・いきいきサロンや民活セン
ター、学校教育の場などを通じて、高齢者の健康維持や交流
を図り、また、働く場の環境整備、ボランティア活動の推
進、子供たちとの交流等を図ることで、地域での役割を見出
し、生きがいの向上につなげていきます。

目標：高齢者福祉の充実に対する満足度 36％（令和7年度）

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　151　心豊かで元気な長寿福祉社会の整備推進
　　　○生きがい対策の推進

6 福祉対策措置 社会福祉協議会運営補助事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所   刈羽村内一円

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

9,789

1,992

2,417

成果指標

回

1,450

目標値

回

1,667 1,956

活動実績

活動見込

達成度

福祉センターオープン化事業、ふれあい・いきい
きサロン事業、寝具洗濯消毒乾燥事業、介護予防
体操教室事業、権利擁護事業、ボランティアセン
ター事業、おいで家事業、米寿お祝い訪問事業、
福祉教育事業、マイクロバス事業、歳末たすけあ
い事業の年間延べ参加・活動人数

成果実績 人



社会福祉法人 刈羽村社会福祉協議会
32,719,178

社会福祉協議会福祉活動事業補助金
計

令和3年度 令和4年度 令和5年度 備考

交付金事業の担当課室 福祉保健課
交付金事業の評価課室 福祉保健課、産業政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
補助 32,719,178

交付金事業の契約の概要

うち文部科学省分
うち経済産業省分 34,000,000 34,000,000 30,000,000

交付金充当額 34,000,000 34,000,000 30,000,000
総事業費 63,949,000 35,815,559 32,719,178

交付金事業の総事業費等

平成28～令和5年度総事業費
396,944,132



（単位：円）

単位 評価年度
％
％
％

単位
人月
人月
％

89 66
令和4年度

無

希望者の入所措置率

活動見込 132

希望者の入所措置率100％を
達成します。

達成度 79.5 80.9 85.7

達成度

100
成果指標

交付金事業実施場所   柏崎市大字上田尻地内（養護老人ホーム「御山荘」）

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標

刈羽村

目標：高齢者福祉の充実に対する満足度 36％（令和7年度）

事業期間の設定理由

養護老人ホーム入所委託

入所者数 活動実績

うち経済産業省分

総事業費

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

契約の目的 契約の方法 契約の相手方

計 15,538,650
随意契約（協定）

契約金額

令和4年度 令和5年度 備考

110 77

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

社会福祉法人 柏崎刈羽福祉事業協会 15,538,650

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 13,000,000 12,000,000 10,000,000

13,000,000 12,000,000
うち文部科学省分

20,407,769 17,460,917
平成28～令和5年度総事業費

161,809,840

15,538,650

10,000,000

交付金事業の総事業費等 令和3年度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

交付金事業の定性的な成果及び評価等
環境上の理由及び経済的理由により自宅での生活が困難な高齢者を養護老人ホームに入所させ、食事サービス、機能訓

練その他日常生活上必要な支援を行うことにより、当該高齢者の生活の安定と心身の健康保持が図られ、地域福祉の向上
に寄与したものと評価します。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

活動指標 令和3年度 令和5年度
105

目標値

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

令和5年度

100
100

成果実績

交付金事業の概要
刈羽村は、老人福祉法に基づき、環境上の理由及び経済的理由により自宅での生活が困難な高齢者を養護老人ホームに

入所させており、7人の入所措置費11か月分に交付金を充当しました。

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　151　心豊かで元気な長寿福祉社会の整備推進
　　　○福祉施設・各種サービスの維持・充実

・柏崎市や長岡市など周辺自治体及び村内の高齢者福祉施設
との連携の維持・充実を図るとともに、高齢者福祉施設の維
持管理を行い、村民が生涯にわたって住み慣れた自宅や地域
で生活できるよう、各種在宅サービスの充実を図ります。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
7 福祉対策措置 養護老人ホーム入所措置事業



福祉保健課
交付金事業の評価課室 福祉保健課、産業政策課
交付金事業の担当課室



（単位：円）

単位 評価年度

単位

日

日

％

％

％

8.6

20

114.3

刈羽村内一円

達成度

総事業費 1,533,000 1,533,000 1,537,200
令和3～5年度総事業費

4,603,200
交付金充当額 700,000 1,140,000 1,000,000
うち文部科学省分

100.0 100.0 100.0

交付金事業の総事業費等 令和3年度 令和4年度 令和5年度 備考

村内所在介護事業所等勤務者
に対し夜間勤務介護従事者の
4月から12月の間に事業者が
夜勤手当を増額支給した日数

活動実績 184 275 275

活動見込 184 275 275
交付金事業の活動指標

及び活動実績

活動指標 令和3年度 令和4年度 令和5年度

評価年度の設定理由

達成度

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

村内所在の介護事業所等に補助金を交付することで、村内所在の介護事業所における人材確保や育成、定着率が向上し
ているとともに、年間通じて安定した介護サービスを提供できるものと期待されます。

離職率
 (離職者数／勤務者数×100)

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所

％

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度
離職率を20％以内とし、年間
通じて安定した介護サービス
を提供できるようにします。

成果実績

目標値

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　151　心豊かで元気な長寿福祉社会の整備推進
　　　○福祉施設･各種サービスの維持・充実

・高齢者福祉施設が実施するリクルート活動や職員の資質向
上、職場定着の取り組みに対して支援を行います。

目標：高齢者福祉の充実に対する満足度 36％（令和7年度）
事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

交付金事業の概要

刈羽村では高齢者が年々増加している状況にあります。高齢者の増加で今後さらに見込まれる介護ニーズに対応するた
め、村内所在の介護事業所等は介護人材の確保・育成・定着を図る目的で、夜間時間帯に勤務した介護従事者に対して夜
勤手当額を増額して支給しています。刈羽村はこの事業を実施している介護事業所等に補助金を交付しており、夜間勤務
介護従事者（各事業所1人）に対して支払われる、増額後の夜勤手当額（4月から12月分までの9か月分）に交付金を充当
しました。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
8 福祉対策措置 介護夜勤対応者等支援補助事業



計 1,537,200
交付金事業の担当課室 福祉保健課
交付金事業の評価課室 福祉保健課、産業政策課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

介護夜勤対応者等支援事業補助金 補助 ㈱スワロー 1,537,200

うち経済産業省分 700,000 1,140,000 1,000,000



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和5年度）

1 6,795,450 6,000,000

2 99,000,000 99,000,000

3 187,125,400 180,000,000

4 75,048,600 46,000,000

5 42,900,000 30,000,000

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

番号 措　　置　　名 交付金事業の名称
交付金事業者
名又は間接交
付金事業者名

企業導入・産業活性化措置

刈羽村

備　　考

（単位：円）

刈羽村

地域活性化措置

地域情報化施設更新事業

滝谷揚水機場設備更新工事補
助事業

デマンドタクシー運営事業

交付金充当額
交付金事業に
要する経費

計

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

源土運動広場アスレチック遊
具更新事業

刈羽村
公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

伝送路設備地中化事業 刈羽村

刈羽村

410,869,450 361,000,000



Ⅱ．事業評価個表 （令和5年度） （単位：円）

単位 評価年度
人
人
％

単位
日
日
％

年間運行日数 活動実績
活動見込
達成度

活動指標

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

・村民の利便性向上を目的とした新たな交通手段の導入を検
討します。
・低床バス2台によるコミュニティバスの運行を継続すると
ともに、運行改善を検討します。

1 地域活性化措置 デマンドタクシー運営事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所 　刈羽村内一円

交付金事業の成果目標
及び成果実績

交付金事業の定性的な成果及び評価等
村内の主要な医療施設、福祉施設などの公共施設、商業施設、ＪＲ駅等を結ぶフルデマンド型の交通手段を確保するこ

とにより、自家用車を持たない村民等の移動及び施設利用の利便性が向上し、地域の活性化が図られているものと評価し
ます。利用者数は令和５年度８月からの実証運行のため、目標値には届きませんでしたが、引き続き村民の日常生活に欠
かせない交通手段として利便性向上を図りながら、運行を継続していきます。

交付金事業の概要
刈羽村は、村民の村内移動の利便性向上を図るため、デマンドタクシー2台の平日（火・木曜日）運行を委託し、委託料

8か月分（8～3月分）に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

目標：コミュニティバス利用者数 15千人、公共交通の充実に対する満足度 27％（いずれも令和7年度）
事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

事業期間の設定理由
令和5年度

成果実績 649
目標値

成果目標 成果指標
年間延べ3,000人以上の村民
等が乗車します。

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考
総事業費 6,795,450

交付金充当額 6,000,000
うち文部科学省分

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方

うち経済産業省分 6,000,000

契約金額

令和5年度

21.6
評価年度の設定理由

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

達成度

令和5年度 － －

年間延べ乗車人数

無
評価に係る第三者機関等の活用の有無

3,000

67
100
67.0

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　131　村民ニーズに応じた公共交通体系の整備
　　　○公共交通の利便性の改善・向上
　　　○新たな公共交通体系の導入



交付金事業の評価課室
産業政策課

デマンドタクシー運行委託

交付金事業の担当課室

指名競争入札 柏崎交通㈱ 6,795,450

産業政策課

計



（単位：円）

単位 評価年度
ha
ha
％

単位
活動実績 ％
活動見込 ％
達成度 ％

活動指標

うち経済産業省分 99,000,000
うち文部科学省分

総事業費 99,000,000
交付金充当額 99,000,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

電気設備等の更新・改修を計画してい
る揚水機場のうち更新・改修が完了し
た揚水機場の割合（進捗率）

交付金事業の成果目標
及び成果実績

令和5年度

評価年度の設定理由

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

成果実績

　滝谷揚水機場の設備の整備により引き続き農業用水の安定供給が図られ、農業振興に寄与していくものと評価します。

31.1

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村民の暮らしに見合った移動環境と生活基盤の整備
　　133　快適な生活を送るための生活基盤の整備
　　　○生活基盤施設の計画的な維持管理
基本目標2　地域価値で豊かさの笑顔
　(2)儲かる農業の推進による営農環境の維持改善
　　221　新たな技術を用いたやりがいのある農業の振興
　　　○農業の担い手育成と生産力の向上

・農道・林道等の交通確保、農業用施設の適正管理による経
費縮減及び更新時期を迎えた既存施設の有効活用を図るた
め、農林業施設（農道・農業排水路・林道）の維持管理・更
新・修繕を実施します。
・既存の農業用施設を有効利用し、施設改修・維持管理を計
画的に行うことで、農業用水を安定的に供給し、安定した農
業経営を支援します。

交付金事業の概要
滝谷揚水機場は水田に用水を供給する施設として柏崎土地改良区が管理しています。この施設は造成から25年が経過し

故障が発生していることから、農業用水を安定的に供給するため、同土地改良区が当該設備の更新及び分解整備工事を実
施します。刈羽村は同土地改良区に対して当該工事に係る補助金を交付し、当該補助金に交付金を充当しました。

事業期間の設定理由

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
2 企業導入・産業活性化措置 滝谷揚水機場設備更新工事補助事業

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

100

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和5年度 － －

目標値

刈羽村
　刈羽村大字滝谷地内

達成度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度
目標：農業の振興に対する満足度 20％（令和7年度）

成果目標 成果指標
受益農地31.1haに農業用水を
安定的に供給し、農家の農業
経営の安定を図ります。

受益農地面積
31.1
100

交付金事業実施場所

100.0（13/13）
100.0（13/13）



契約金額
滝谷揚水機場設備更新・整備補助金 補助

交付金事業の担当課室 建設課
交付金事業の評価課室 建設課、産業政策課

99,000,000

交付金事業の契約の概要

柏崎土地改良区 99,000,000
契約の目的 契約の方法 契約の相手方

計



（単位：円）

単位 評価年度

件

件

％

単位
活動実績 式
活動見込 式
達成度 ％

目標：消防・防災体制の強化に対する満足度 42％（令和7年度）

　刈羽村内一円
平成17年８月１日に開局した刈羽村ＣＡＴＶは、行政からの情報提供手段であるとともに、災害時の有効な情報伝達手

段として活用されています。平成22年度にＣＡＴＶ局舎内の自主放送設備のデジタル化及びデータ放送設備整備を実施
し、平成28年度に更新後６年が経過し、老朽化及び保守用部品の調達困難による設備更新が必要であることから、更新工
事を実施し当該工事費に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

3 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 地域情報化施設更新事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名

うち文部科学省分

総事業費 187,125,400
交付金充当額 180,000,000

100.0
交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和5年度 － －
1
1

達成度 100.1

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
ＣＡＴＶ設備の更新により、行政からの情報提供手段や情報伝達手段を維持することができ、住民等の安全・安心の確

保、利便性の維持に寄与するものと評価します。

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度
情報配信対象者1,804件(ＣＡ
ＴＶ加入者数)に対し継続し
て情報を配信できるようにし
ます。

情報配信対象者1,804件（Ｃ
ＡＴＶ加入者数）

成果実績 1,806

目標値 1,804

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度
事業期間の設定理由

刈羽村
交付金事業実施場所

交付金事業の概要

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(3)村土の強靭化による安全な暮らしの確保
　　111　防災基盤の整備と原子力防災の充実
　　　○防災情報の整備・システムの構築
基本目標3　自律と絆で希望の笑顔
　(3)情報の公開や提供によるオープンな行政
　　331　情報公開・情報共有と双方向の情報提供
　　　○適切でわかりやすい情報公開の推進

・防災行政無線・ケーブルテレビを活用した村役場、公共施
設、病院などの関係機関との防災情報伝達システムを維持・
強化します。
・わかりやすくスムーズな情報の受発信が確実に行えるよ
う、地域におけるきめ細かな情報網の完備・一元化・明確化
に向け、地域情報化施設の整備・維持運営を推進します。

活動指標
地域情報化施設設備の更新数



計 187,125,400
交付金事業の担当課室 総務課
交付金事業の評価課室 総務課、産業政策課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

地域情報化施設設備機器更新工事 指名競争入札 富士通ネットワークソリューション㈱信越事業所 187,125,400

うち経済産業省分 180,000,000



（単位：円）

単位 評価年度
集落
集落
％

単位
活動実績 ｍ
活動見込 ｍ
達成度 ％

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(1)村土の強靭化による安全な暮らしの確保
　　111　防災基盤の整備と原子力防災の充実
　　　○防災情報の整備・システムの構築

2

交付金事業の契約の概要
うち経済産業省分 46,000,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

うち文部科学省分

総事業費 75,048,600
交付金充当額 46,000,000

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考

2

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

令和5年度 － －
1,488.6
1,483.3

評価年度の設定理由
　毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
伝送路の地中化により耐災害性が強化され、ＣＡＴＶ機能が安定的に確保でき、村民等の安全・安心の確保に寄与する

ものと評価します。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

100達成度

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和5年度
油田地区2集落に対し、災害
の影響を受けずに村の情報を
配信できるようにします。

災害の影響を受けず、村の発
信する情報を受信できる油田
地区の集落数

成果実績
目標値

  刈羽村大字赤田町方地内

交付金事業の概要

令和4年12月の雪害による倒木の影響により、村道町方早道場線上の刈羽村ＣＡＴＶの伝送路設備が断線し、油田地区2
集落において有線テレビジョン放送が視聴できなくなりました。ＣＡＴＶは災害時の重要な情報伝達手段であり、年間通
して情報を得る必要があることから、倒木の影響を受けないよう伝送路設備の地中化を図り、当該工事費に交付金を充当
しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度
目標：消防・防災体制の強化に対する満足度 42％（令和7年度）

・災害時の総合的な情報収集・伝達手段を整備するため、防
災行政無線・ケーブルテレビを活用した村役場、公共施設、
病院などの関係機関との防災情報伝達システムを維持・強化
します。

番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

活動指標
地中化伝送路の施工延長

100.4

4 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 伝送路設備地中化事業
交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所



交付金事業の評価課室 総務課、産業政策課

伝送路設備地中化工事
計 75,048,600

交付金事業の担当課室 総務課

75,048,600指名競争入札 富士通ネットワークソリューション㈱信越事業所



（単位：円）

単位 評価年度

％

％

％

単位
活動実績 基
活動見込 基
達成度 ％

80

5 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 源土運動広場アスレチック遊具更新事業
番号 措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 刈羽村
交付金事業実施場所   刈羽村大字西谷地内

交付金事業の概要

刈羽村は村民のスポーツ活動の中核施設として、野球場、テニスコート、ゲートボール場、多目的広場、アスレチック
広場などからなる源土運動広場を設置しています。アスレチック広場の木製遊具は源土運動広場が開場する前年の平成10
年度に整備してから25年が経過し経年によって腐食が進んでいることに加え、特に山中に設置されている遊具は管理人の
目が行き届きづらく、防犯上も遊具利用者の安全を確保することができないことから、遊具を芝生エリアに集約して更新
し、当該工事費に交付金を充当しました。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標

基本目標1　安全安心でやすらぎの笑顔
　(5)高齢者や障がい者の活躍と子育て・教育環境の充実
　　154　生きがいの持てる暮らしの整備
　　　○生涯学習・スポーツ施設の整備・維持管理

・生涯学習センター「ラピカ」や第2体育館、源土運動広
場、刈羽ぴあパークサッカー場などの施設整備及び改修・維
持管理を計画的に行い、安全性と村民の生涯学習や芸術文
化・スポーツ・レクリエーション活動の利便性を高めます。
特に「ラピカ」では、老朽化した施設・設備の大規模改修を
実施します。

目標：更新した遊具を繰り返し利用したいという保育園児の保護者及び小学生の割合80％以上（令和6年度）
事業開始年度 令和5年度 事業終了（予定）年度 令和5年度

評価年度の設定理由
　遊具を更新した翌年度の状況をもとに評価するため、事業実施翌々年度早期に評価を実施します。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 令和6年度
更新した遊具を繰り返し利用
したいという保育園児の保護
者及び小学生の割合を80％以
上とします。

更新した遊具を繰り返し利用
したいという保育園児の保護
者及び小学生の割合

交付金事業の定性的な成果及び評価等
源土運動広場アスレチック広場の遊具を更新することで、同広場利用者数の増加及び利用者の満足度の向上が図られ、

村民のスポーツ活動の推進に寄与するものと評価します。
評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 令和5年度 － －
アスレチック遊具の設置数 2

1
200.0

交付金事業の総事業費等 令和5年度 － － 備考
総事業費 42,900,000

交付金充当額 30,000,000
うち文部科学省分

成果実績

目標値

達成度



交付金事業の評価課室 教育課、産業政策課

交付金事業の契約の概要
契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

源土運動広場アスレチック遊具更新工事 企画提案コンペ ㈱ジャクエツ

交付金事業の担当課室 教育課

42,900,000

うち経済産業省分 30,000,000

計 42,900,000



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和５年度）

1 253,595,000 253,595,000

計

公共用施設に係る整備、維持
補修又は維持運営等措置

番号 措　　置　　名 交付金事業の名称
交付金事業者
名又は間接交
付金事業者名

刈羽村電源立地地域対策交付
金事業基金（施設整備基金）
造成事業

刈羽村

（単位：円）

253,595,000 253,595,000

交付金充当額
交付金事業に
要した経費

備　　考



Ⅱ．事業評価個表 （令和5年度）

単位 評価年度
成果実績 －
目標値 －
達成度 ％

単位
円
円
％

令和5年度総事業費
917,301,000

253,595,000計

契約の目的 契約の方法 契約の相手方

253,595,000

交付金事業の評価課室

基金造成 積立 － 253,595,000

253,595,000

契約金額
交付金事業の契約の概要

交付金事業実施場所

事業開始年度

交付金事業の成果目標
及び成果実績

令和5年度

刈羽村は、平成28年度に公共施設等総合管理計画を策定し、施設の重要度や劣化状況等に基づき長期的な視点で優先度
を付けて計画的に施設の整備や維持管理、修繕、更新等を行う方針をとりまとめました。この計画に基づき、今後概ね10
年間において村内公共用施設の施設整備費用に充てるための基金を造成しました。

交付金事業の総事業費等 備考
253,595,000

　事業実施（基金造成）の4年後に評価を実施します。

基本目標3　自律と絆で希望の笑顔
　（4）健全な行財政の運営
　　341　行財政の効率化・健全化
　　　○安定した財政運営の推進

・公共用施設の整備・維持補修・維持運営等の経費に充当するため、
電源立地地域対策交付金事業基金を積み立てます。また、国・県の事
業の活用等新たな財源の確保に努めます。

無

本交付金を活用して基金を造成することにより、令和5年度末の基金残高は1,947,114,800円となり、公共用施設の施設
管理を実施するための財源を確保することができました。住民サービスを安定的に提供するために本基金を活用し、公共
用施設の計画的な施設整備と長寿命化対策の推進に努めます。

達成度

交付金事業の活動指標
及び活動実績

事業期間の設定理由

令和5年度

交付金事業の定性的な成果及び評価等

253,595,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無

活動指標
253,595,000

100.0
活動見込

産業政策課

総事業費
交付金充当額
うち文部科学省分
うち経済産業省分

交付金事業の担当課室

基金の造成金額

産業政策課

措　　置　　名 交　　付　　金　　事　　業　　の　　名　　称
刈羽村電源立地地域対策交付金事業基金（施設整備基金）造成事業

令和7年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

成果目標 成果指標

活動実績

番号
1

刈羽村
  刈羽村内一円

令和5年度

公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置

事業終了（予定）年度令和5年度

交付金事業の概要

公共用施設において住民サービスを
安定的に提供します。

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の

主要政策・施策とその目標
目標：行政サービスの向上に対する満足度　26％（令和7年度）

評価年度の設定理由
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